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別 紙

調査研 究 内容

月 日 令和 7年 2月 13日 (木 )～ 令和 7年 2月 14日 (金 )

旅行先 福島県庁外

調査研 究事項 宇宙産業/政策の動向 と福島県の取組 について外

〔内容〕

013日 (9:30～ 10:30)福 島県庁第 1特別委員会室

宇宙産業/政策の動向 と福島県の取組 について

対応者 :福 島県商工労働部次世代産業課課長  加 島  優 氏

商工総務課企画主幹 佐藤 博文 氏

宇宙産業における福島県の取組 について、福島イノベーシ ョン・ コース ト構想 の 6つ の

重点分野に 「航空宇宙」があ り、豊富な復興支援 メニューに加 え、民間宇宙市場 の拡大を

背景に、本市を中心に宇宙関連スター トア ップ企業が集積 してい る。具体的には、

AstroXの 飛行試験が呼び水となり、他団体から打上げ試験の引き合いが生まれてい

る。 また、イ ンターステラテクノロジズの開発事業は約 20社 の地元取引に繋がつてお り、

更に、本市にある福島ロボ ッ トテス トフィール ドや市内各所で様 々な実証試験が行われて

い る。

宇宙政策全体の動向 として、官か ら民への流れの中で、世界的に民間宇宙 ビジネスが急

速 に拡大 してお り、国もこの流れ を掴むべ く政策文書の策定・予算確保 を推進 し、それ に

呼応 して、すでに先端的な取組 。実績 を積み上げてきている先行他地域が多 く存在 してい

る。県では、イ ノベ構想 に基づ く豊富な復興支援 メニュー等の後押 しがあ り、本市を中心

に宇宙関連スター トアップが集積。宇宙開発の裾野の広 さを踏まえれば、復興にとって

大きな存在感 とな りつつある。ただ、宇宙関連の取組が本格化すれ ばす るほ ど、復興支援

でのみ支 えることが難 しくなることが想定 され る事か ら、「福島 ×宇宙」の出 回戦略を策

定する必要である。

県では、令和 7年度航空宇宙産業集積推進事業 として約 1億 5, 600万 円の予算 を計

上 してお り、その内宇宙産業への支援強化 として、産学連携宇宙研 究開発支援事業や

JAXA交 流会な ど約 5, 000万 円を計上 している。

県次世代 産業課 と しての想 い は、イ ノベ構 想 の も と集積 しつつ あ る、宇 宙 ス ター トア ッ

プの方々は次世代 を担 う貴重な存在。 これまでの取組が着実に成果へ と繋がる事 を期待す

るか らこそ、今 は、開発 に集 中 して欲 しい。更には、地元企業 と共 に量産 を見据 えて欲 し

い とい う想いか ら、予算的支援 はもちろん必要であ り、その上でスター トア ップの方々が

集 中できる環境 を作 ることによって、スター トア ップの方々更なる呼び込み、地域への定

着、地元企業 と連動 した成長へ と繋がるもの と認識 している。ただ し、県だけの対応 には



限界があ り、県内市町村、県外 自治体、研究機 関、国等 と様 々連携 しなが ら、イ ノベー シ ョ

ン好循 環 を実現 してい きたい。

013日 (10:30～ 11:30)福 島県庁第 1特別委員会室

児童生徒の英語力向上について

対応者 :福 島県教育庁義務教育課主幹 芦沢  康 氏

高校教育課主幹 柳橋 幸裕 氏

英語教育の全国的な背景 について、平成 29年 3月 に小学校及び中学校、平成 30年 3

月に高等学校学習指導要領が告示 され、また、令和 5年 6月 に 「第 4期教育振興基本計画」

が閣議決定 された。 こ うした背景の中、英語教育改善のための具体的な施策の現状につい

て調査 し、今後の国の施策に資するとともに、各教育委員会における英語教育の充実や改

善に役立てるために、英語教育実施状況調査を実施 した。

福島県の中 。高等学校生徒 の英語力の推移 について、先ず 中学生は、平成 29年 では全

国平均 40.7%に 対 し32.9%、 令和 5年では全国平均 50.2%に 対 し35.8%。 次

に高校生は、平成 29年 では全国平均 39.3%に 対 し 33。 1%、 令和 5年 では全国平均

50.6%に 対し40.6%と 、いずれも全国平均を下回つている状況である。そこで、令

和 6年度か ら、ふ くしま英語力向上事業の一環 として、南相馬地区の小 (原 町一小 )。 中 (原

町一中)。 高 (原 町高校)が 連携 し、パフォーマンス評価の研究実践 を行な う、小 中高連携

推進事業を始めた。

原町高校での英語力向上の取組について、「小中高連携推進事業」では、小 中高の教員

と外部有識者が参加す る授業公開、原町一小における Teaching Assistant Programな ど

を行い、「ふ くしま高校生英語力診断」では、 1・ 2年生全員が英語 4技能試験 を 6～ 8

月に受験、授業や 自宅学習で、 レベル別に 「聞 く」「読む」「話す」「書 く」学習が可能 と

なるAIに よる学習の導入 を行なっている。

013日 (15:30～ 16:00)

日本橋ふ くしま館MIDETTE視 察

福島県の首都圏アンテナシ ョップ 「日本橋ふ くしま館MIDETTE」 の視察 を行 つた。

1本 市の産品は、味噌漬 け処香の蔵、株式会社菅野漬物食 品、有限会社黒潮海苔店の商品が

1販 売 されていた。県内 59市 町村の産品を扱 う上、限 られたスペースであることか ら、商品

が限 られ てい るのは致 し方 ない と思 う。



014日 (9:00～ 9:50)参 議院議員会館 1階第 2議員会議室

北泉 グ リー ンパー クについて

対応者 :復興庁環境班参事官補佐 坂本  充 氏

農林水産営農再開支援班参事官補佐 小林 隆則 氏

環境省環境再生 。資源循環局環境再生事業担 当参事官室

参事官補佐  伊藤 吾― 氏

同 参事官補佐  竹 田 昌弘 氏

仮置場の原状回復 について、造成前 を超 える価値 は負担できない とい う前提があるもの

の、進入路整備や安全対策の追加措置は認 めている。他 自治体では、農地 を工業団地に造

成 した事例がある。

北泉仮置場 について、平地に造成 したため排水量が増加す ることか ら、排水路の拡幅、

調整池の整備 は認 め られ る。国ではメニュー を市に提示 してお り、市で土地利用計画 を立

てる段階であると聞いている。

※資料無 し

014日 (9:55～ 10:45)参 議院議員会館 1階第 2議員会議室

ロケ ッ ト打上げに係 る実証実験について

対応者 :内 閣府宇宙開発戦略推進事務局参事官補佐 宮下 陽輔 氏

文部科学省研究開発局宇宙開発利用課課長補佐   池 田 宗太郎氏

宇宙開発利用課宇宙輸送係長 豊田 綾花 氏

経済産業省製造産業局宇宙産業課課長補佐 岩永 健太郎氏

大臣官房福島復興推進 グループ総合調整室

室長補佐 森 山  健 氏

令和 5年 6月 13日 に閣議決定 した宇宙基本計画では、 2020年 代後半に、高頻度 な

打上 と、より大きな輸送力、より安価な打上げ価格を実現する宇宙輸送システムを、基幹

ロケ ッ トと民間 ロケ ッ トを通 じて国全体で構築す る。 また、宇宙輸送システムを担 う事業

者等による再投資 を促進 し、それによる更なる国際競争力の強化 を通 じ、打上数 を増大 さ

せ、宇宙輸送産業の成長サイクルの構築 を目指すために、国全体で打ち上げ能力の強化 、

即応性・機動性 の向上を図るため、民間 ロケ ッ トを担 う事業者等の開発・事業支援 に取組

む と共 に、政府衛星の打上げについて も、当該衛星のサイズや打上げのタイ ミング等 に応

じて、民間 ロケ ッ トによる輸送サー ビスを活用 し、増加す る国内の衛星打上げ需要や グ

ローバル需要に応 え、次世代の宇宙輸送技術 の研究開発、海外の宇宙輸送技術 の活用、サ



ブオー ビタル飛行な どの我が国に前例のない多様 な取組みを進め、我が国宇宙産業の裾野

を拡大 させ、ひいては我が国がアジア・中東における宇宙輸送ハブ としての地位 を築 くこ

とを目指 してい る。

国内外 におけるロケ ッ トの打上数の推移 について、2024年 では、世界の打上数 25

3の うち、 ア メ リカ 153、 中国 66、 ロシア 17、 フランス 3、 イ ン ド 5、 日本 5、

その他 4で あるが、アメリカ 153の うち民間企業であるSpaceXは 133で あり、

民間企業の打上数が、世界全体の打ち上げ数 の半分以上 を占めている状況である。

令和 6年 7月 の宇宙政策委員会宇宙輸送小委員会において、自治体におけるロケ ッ トの

射場 。宇宙港の取組 を後押 しす るため、北海道庁、大分県庁、和歌山県庁、鹿児 島県庁、

本市を招 き、相互に情報交換できる場 を初 めて設定 した。また、 12月 25日 には、城 内

大臣が本市の宇宙関連企業を視察 した。

令和 6年 11月 22日 閣議決定 した「国民の安心 。安全持続的な成長 に向けた総合経済

対策」において、宇宙戦略基金 (内 閣府 。総務省・文部科学省 。経済産業省が基金 を造成。

宇宙航空研究開発機構 に委託 し、民間企業 。大学 。国研等に補助金 を交付)に ついて、速

やかに総額 1兆 円規模 の支援 を行 うことを 目指 している。宇宙戦略基金 は令和 5年度補正

予算で 3, 000億 円、令和 6年度補正予算で 3, 000億 円計上 してい る。

014日 (10:50～ 11:40)参 議院議員会館 1階第 2議員会議室

南相馬鹿 島サー ビスエ リア周辺開発 について

対応者 :国土交通省道路局高速道路課企画専門官 田中 洋介 氏

環境安全・防災課企画専門官  神宮 正一 氏

内閣府地方創生推進事務局参事官補佐 佐藤  弘康 氏

鹿 島サー ビスエ リア周辺利活用について、「新 しい地方経済 。生活環境創生交付金」に

つい ての説 明 を受 けた。

新 しい地方経済・生活環境創生交付金 には 4つ の分野があ り、地方がそれぞれの特性 に

応 じた発展 を遂 げことができるよ う日本経済の起爆剤 としての大規模 な地方創生作 を講

じるため、地方 自治体の主体性 と創意工夫に基づ く、地域の多様 な主体の参画 を通 じた地

方創生に資す る地域 の独 自の取組 を計画か ら実施 まで強力に後押 しす る第 2世代交付金、

デジタル を活用 した意欲 ある地域による自主的な取組 を応援するため、デジタル を活用 し

た地域の課題解決や魅力向上の実現に向けた地方公共団体取組を交付金 によ り支援す る

デジタル実装型、安全・安心で心豊かに暮 らせ る持続可能な地域経済社会 を創 るため、 ト

イ レ、キ ッチ ン、ベ ッ ド、風 呂迅速 な提供 な ど、避 難所 の生活環境 の抜本 的 な改 善 をは じ

め、災害にも対応で'き る魅力的な地域づくりを目指す地方公共団体の先進的な取組を交付



金によ り緊急的に支援す る地域防災緊急整備型、半導体等の大規模 な産業拠点整備 に必要

となる関連インフラの整備 を強力に推進す ることによ り、国内投資の促進、国際競争力の

強化、雇用機会の創 出等 を図る地域産業構造転換インフラ整備推進型がある。

令和 6年補正予算において、「新 しい地方経済・生活環境創生交付金 (新 地方創生交付

金 )」 を創設 し 1, 000億 円、令和 7年度 当初案では 2, 000億 円を計上 している。

善事業 を行 つている。

013日 (13:00～ 13:50)福 島県庁第 1特別委員会室

小高区の人 口減少対策について

対応者 :国土交通省住宅局住宅総合整備課課長補佐  松本  忠 氏

復興庁移住・生環加速班企画調整官 磯  敦夫 氏

小高区の人 口減少対策について、国土交通省か ら、公営住宅制度 についての説明を受 け

公営住宅は、憲法第 25条 (生 存権の保障)の 趣 旨にのっ とり、公営住宅法に基づき、国

と地方 自治体協力 して、住宅に困窮す る定額所得者 に対 し、低廉 な家賃で供給 され るもの

であ り、令和 4年末で全国には約 212万 戸ある。

公営住宅の 目的外使用は、法令や通知等で明示 しているが、地域再生推進のためのプロ

グラム (平成 16年 2月 27日 地域再生本部決定)が決定され、地域再生計画認定地域に限

けられた。 また、「地域再生の六月 に募集 した提案に対す る政府の方針」 (平成 16年 9月

10日 地域再生本部決定)が 決定 され、地域再生認定地域 に限定 して効果 をもつ支援措置

として 「公営住宅における目的外使用の柔軟化 (対象の拡大 )」 が位置付 け られ、公営住宅

の住宅以外の用途への目的外使用可能 となった。 これ らを踏まえ、これ らに係 る大臣承認

の手続 きを簡素化すべ く、平成 16年 4月 20日 付 け国住総第 21号 「地域再生推進のた

めの公営住宅の 目的外使用承認 の柔軟化 について」を発 出 した。更に、地方分権改革推進

委員会の勧告の趣 旨を踏まえ、各地方公共団体が地域の実情 を勘案 し若年単身世帯、UI

Jタ ー ンに よ り地域 に居住 しよ うとす る者等 に対 して公 営住 宅 ス トックを弾力 的 に活用

できるよ う措置す るため、平成 21年 2月 27日 付 け国住備第 117号 「公営住宅の地域

対応活用について」を発出 した。更に、「公営住宅の地域対応活用 について」 (平成 21年

2月 27日 国住備第 117号 )に よ り、公営住宅の空き住戸を弾力的 に活用できることに

加 え、子供 を産みやすい住まいの確保 を推進す るため、本来の入居対象者 の入居が阻害 さ

れない範囲内で、公営住宅の空き住戸 を子育て世帯等に 目的外使用 させ ることが可能 とな

なお、本市では令和 6年 3月 補正で、地域防災緊急整備型 を活用 し、避難所 トイ レ環境改

た 。

定 して効果 をもつ支援措置 として 「公営住宅における目的外使用承認の柔軟化」が位置付



る 「公営住宅の子育て対応活用 (目 的外使用)に ついて」 (令 和 5年 12月 26日 付国住備

第 118号 )を 発 出 した。

本市では、地域対応活用 を行なってお り、その数は 20戸 ある。

尚、詳細については提供 された資料 を参照いただきたい。
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南相馬市長

令 和 7年 2月 21日

会派名

代表者名

市民クラブ

代表 櫻井 勝延 ①

政務活動費交付請求書

南相馬市議会政務活動費の交付に関する規則第4条の規定により、下記のとお り

請求 します。

記

1 当初・変更前)の交付決定額 (年額) 160,000円

2 変更後の交付決定額 (年額 ) ― 円

3 今回請求額

(令 和 6年 12月 分 ～令 和 7年 3月

分 )

160,000円

4 交付月の基準 日における所属議員数 2人


